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【参考１】 自動化・コネクティッド化・電動化の予測 

（直近 1 年間に直接・間接公表されていたデータ） 

 

・乗用車・小型商用車の新車販売における普及率予測（事務局で推計・加工） 
 

表 1 自動化比率(2030 年) 

団体名 Lv 5 Lv 4 Lv 3 Lv 2 Lv 1 Lv 0 備考 

McKinsey & Company 12 15  17 20 29 7   

矢野経済研究所 19 5 61 15 0   

PwC(Price waterhouse Cooper) 4  14  23  59  0  0  米欧中 6800 万台市場 

Ptolemus Consulting G. 0 8 22 62 8 ―  

M14 Intelligence 0 2 6 37 39 16  

富士キメラ総研 0 1 6 90 ― ― 40 年 Lv4-5:10％未満 

電子情報技術産業協会 1  6 ― ― ―  

PwC Japan 0 0 3 8 41 48   

 

表 2 コネクティッド化率(2030-35 年) 

団体名 30 年 35 年 備考 

PwC 100 100 米欧中市場のみ 30 年には 4G が 70％以上 

富士経済 71 88  

  

表 3 電動化比率(2030 年) 

団体名 合計 EV※ PHV※ HV※ FCV※ 備考 

電子情報技術産業協会 74  17  6  51*  0  *うち Mild※※ 44 

デロイト トーマツ 67  10  15  42  0   

ヴァレオ 66  23  6  37*  0  *うち Mild 31 

PwC 64  41  ―  22  0  米欧中 6800 万台ベース 

J.P.Morgan 59  18   2  39  0   

IHS Markit 56  13  7  36*  0  *うち簡易版 29 

Faurecia（フォルシア） 56  13  ― 41  2   

Boston Consulting G. 52  18   6  27*  0  *うち Mild 20 

野村証券 48  18  6  23  1   

日本エネルギー経済研

究所 
36  6  8  22  0   

経済産業省 32  8  11  12  1   

PwC Japan 32  4.5 9.5 16.5 1.5  

みずほ銀行 31  15  8  8  0  
欧亜米主要地域 8290 万台

ベース 

富士経済 25  12  7  5  0   
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表 4 電動化比率(2050 年) 

  合計 EV PHV HV FCV 備考  

デロイト トーマツ※※※ 100  86  14  0  0   

PwC Japan※※※ 59  12   16 22  9   

※EV:電気自動車 PHV:プラグインハイブリッド車 HV:ハイブリッド車 FCV:燃料電池車 

※※マイルドハイブリッド車:通常 HV より低圧(例:48V)発電機による軽量低コストの HV 

※※※「CO2削減のためにこうでなければならない」という Backcast 手法による推計 
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【参考２】 都市や地域で現在行われている取組み 

 自動運転、モビリティサービス、スマートシティに関する国内外での取組みについて整

理した。以下はその要約であり、詳細は次ページ以降の補足資料を参照されたい。 

 

１． 自動運転、モビリティサービスに関する欧州の動向  

欧州においても、自動運転車両を用いたモビリティサービスの提供に向けて、実証実験

等が行われている。例えばドイツやスイスでは、駅から観光地への移動手段として、小型

自動運転バスを活用しようとしている例があり、フランスでは乗用車型自動運転車両を使

って、バスの運行が終了した後の深夜のオンデマンドタクシー（ただし停車位置はバスの

停留所）としての利用を目標とした走行実験を進めている。また、スイスでは、街のバス

を将来的に全て電気バスとし、市の 100％出資会社が運営するライン川の水力発電による

電力を使用するといったスマートシティに向けた取組みも見られるところである。 

 

２． スマートシティに向けた取組み 

（１） トロント 

カナダ・トロントのウォーターフロント地区においては、Google の親会社の Alphabet

社が設立した Sidewalk Labs がイノベーションと資金提供のパートナーとして選定され、

2019 年 6 月にまちづくりのマスタープランを公表している（ただし、2020 年 5 月に

Sidewalk Labs はトロントの再開発プロジェクトから撤退）。歩行者中心主義による、公

共交通、自動走行車、ライドシェア等での移動を中心としたまちづくりや、時間帯や平

日／週末などに応じて柔軟に変更できるように設計された道路空間、市内の交通全体の

制御や、自動運転車の普及を見据えた道路や駐車場、自動配送による物流システムなど、

自動運転時代を見据えたまちの形について、多くの興味深い提案が行われている。実現

には至らなかったものの、今後のまちづくりの参考になるものと考えられる。 

 

（２） 柏の葉 

千葉県柏市の柏の葉エリアにおいては、柏の葉スマートシティとして、公・民・学が

連携してまちづくりを進めている。例えば、住宅やオフィスのエネルギー使用状況の見

える化や街区を超えた電力融通といった地区レベルでのエネルギー管理や、自動運転バ

スの営業運行実証実験も行われている。またこのほか、新産業創出の場としてのオフィ

ス空間の提供やベンチャー企業向けのマッチングやノウハウの支援、ビジネスコンテス

トの開催なども行っている。 
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＜補足資料＞ 自動運転、モビリティサービス、スマートシティに向けた取組み 

 

１． 自動運転、モビリティサービスに関する欧州の動向 

（１） 調査の概要 

近年、自動運転技術の関心は高くなり、自動運転車両の実現に向けた実証実験や公道

での走行試験、自動運転で活用するシステムや情報提供の技術開発が国内外で盛んにな

っている。欧州では、小型自動運転バスが走行試験を経て実運用として走行している事

例がいくつかある。また、自動運転技術と並んで公共交通やシェアリングサービス等を

活用したモビリティサービス（MaaS）についても関心が高く、欧州の地域で導入され始

めている。 

こうした状況から、日本における自動運転車両の実現、小型自動運転バスのビジネス

モデル、モビリティサービスの構築などの今後の施策に活かすことを目的として、2019

年 10 月 1 日から 10月 9 日の期間で「欧州における自動運転技術の実運用実態調査」を

実施した。 

本調査では、自動運転を実際に運用している場所に着目し、欧州における自動運転技

術、小型自動運転バスの実運用の状況、モビリティサービスを現地で視察すると共に、

以下の 4 ヶ所の企業・公共機関を訪問し、自動運転車両や運用状況、モビリティサービ

スのヒアリングを行った。 

＜訪問先＞ 

・PTV Group（ドイツ・カールスルーエ） 

・DB Regio Bus Ostbayern 社（ドイツ・バートビルンバッハ） 

・Schaffhausen 公共交通運輸局（スイス・シャフハウゼン） 

・ルーアン市交通局（フランス・ルーアン） 

 

（２） 自動運転 

１）小型自動運転バス 

欧州、米国そしてアジアでは定員 10 人ほどの小型自動運転バスの実証実験や実運

用が行われている。 

欧州では図に示す EZ10 と ARMA の 2 種類の小型自動運転バスが各地で走行してお

り、それぞれの小型自動運転バスの調査を行った。 

訪問した地域の小型自動運転バスの状況としては、ドイツでは地方の交通として、

スイスでは観光とスマートシティのモビリティとして、フランスではラストワンマイ

ルの移動手段（最終バス後の移動手段など）として活用することを考え、それぞれの

地域の交通連合として自動運転車両の導入を検討していた。 
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図 1 小型自動運転バス 

 

表 5 各国の小型自動運転バスの状況 

 

①ドイツ・バートビルンバッハ 

・自動運転バスの視察 

ドイツの南東部に位置する温泉地のバートビルンバッハにおいて、駅から温泉地ま

での移動手段として自動運転バスを導入する計画があり、その実際の運用を視察した。 

自動運転バスは、フランスの EasyMile 社の EZ10 が導入されていた。 

訪問した 2019 年 10 月 4 日は、Rottal Terme から観光案内所を経由し、役所のある

マーケットスクエア（温泉街の中心地）までの約 700m の距離を平均時速 12km で歩行

者専用区間と一般道（車道）において運用されていた。1 日 1 便のみバートビルンバ

ッハ駅から 600m ほど離れた Badstr まで運行していた。 

訪問した日から 3 日後の 2019 年 10 月 7 日からは、バートビルンバッハ駅まで路線

 ドイツ スイス フランス 

主体 ドイツ鉄道 

（バートビルンバッハ） 

（ハンブルグ） など 

バス事業者 

（シオン） 

（シャフハウゼン） など 

バス事業者 

（ルーアン） 

（パリ） など 

計画 鉄道利用の集客 

地方の市民の足 

駅からの移動 

観光ポイントへの移動 

ラストワンマイル 

課題 一般車と同じ速度で走行で

きるかどうか 

路上駐車や障害物があると

人の操作が必要 

雪が積もると走行不可 

坂道ではセンサーが誤作動 

路上駐車や障害物があると

人の操作が必要 

路上駐車や障害物があると

人の操作が必要 

EZ10 

ARMA 
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延伸され、運行速度も駅付近の道路では時速 30km まで上げて走行した。また、駅付近

の道路は一部最高速度 50km の区間を走行するため、本車両の走行時には、速度表示板

を 30km に変更する可変速度標識が導入された。 

 

図 2 バートビルンバッハ位置図と自動運転バスの走行ルート 

 

・走行時の課題 

路上駐車の車両に対しては一旦停止し、乗務員が操作して避けるため、走行ルート

上の障害物を自動で避けることはまだ出来ない。 

走行は天候に左右されることがあり、100 日あたり 5 日ほど天候で走行できない場

合がある。例えば、大雨では走行ができない。 

一般道を走行する際、他の車は時速 50km で走行するのに対して小型自動運転バス

は最高時速 30km までしか出せないので、速度差をどの様にするのかが課題となって

いる。 

 

  

図 3 小型自動運転バス 図 4 車道走行風景 

 

ドイツ南東部の温泉街

駅から温泉街までを
自動運転の小型バスが運行

https://www.google.com/maps/
バートビルンバッハ駅

マーケットスクエア

10/7以降の運行経路

観光案内所
Rottal Terme

Badstr

700m

1400m

2000m
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図 5 10 月 7 日の様子 

②スイス：シャフハウゼン 

・自動運転バスの視察 

スイスの北部に位置するシャフハウゼンで運用されている小型自動運転バスの視

察を行った。 

自動運転バスはライン川へ向かう入口からライン川の滝の見晴台への観光客の移

動を目的とした走行をしていたが、視察時（2019 年 10 月 7 日）は運行を中止してい

た。理由は、ライン川へ向かう下り坂（勾配 15～16％）で、走行が時々スムーズに行

かないため、プログラムの修正をメーカーに依頼中であるからとのことだった。 

 
 

図 6 シャフハウゼン位置図（赤丸は自動運転バスの走行場所） 

  

図 7 小型自動運転バス      図 8 小型自動運転バスの走行ルート 

出典：https://www.swisstransitlab.com/en/route-12

210mで35mの高低差

勾配 16％ （9.5度）
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２）乗用車型自動運転車両 

・概要 

フランス・ルーアン市で試験走行していた乗用車型自動運転車両の調査を行った。 

自動運転車両の走行試験は、ルーアン都市圏（自治体）、ノルマンディ地域圏（自治

体）、大蔵省資金運営局（預金供託金庫）、マトムット（地元の保険会社）、ルノーグル

ープそしてトランスデブ社（民間公共交通機関オペレーター）が協力してできたルー

アン・ノルマンディ・オートノマス・ラボが行っており、自動運転車両は他の一般乗

用車が走行している一般道で実験走行を実施していた。 

 

図 9 ルーアンの位置 

 

自動運転車両の試験走行の目的は、バス運行が終了した後（終バス後）の自動運転

バスを走行させることで、オンデマンドタクシーを目標としている。バスと同様な運

行になることから、止まる場所はバスの停留所に限定している。 

試験走行が実施されている一般道にはラウンドアバウトがあり、そこには、LiDAR と

カメラを備えた 4 基の路側機が設置され、自動運転車両への情報提供（インフラ協調）

や一般車の自動運転車両に対する挙動について研究している。 

自動運転の試験で乗用車型の車両を採用しているのは、時速 30km 以上で走行出来

るからである。（前述のバートビルンバッハやシャフハウゼンの自動運転バスは、最高

速度が時速 25～30km） 

・今後 

自動運転シャトルバスの実現を目指している。 

自動運転の試験走行では最高時速 45km くらいで走行するため、将来的に最高時速

70km が出せる自動運転シャトルバス i-Cristal を現在開発中（調査時）で、2019 年 12

月に試験走行予定とのことであった。開発中（調査時）の自動運転シャトルバスは、

定員が 16 名なので、現在試験走行している自動運転車両の 4 台分の人数を乗せるこ

とができる。 

ノルマンディ地域圏

ルーアン

パリ

ルーアンはパリから西へ約 130km 
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図 10 自動運転車両 

  

図 11 走行中の運転席   図 12 LiDAR による車線や人の感知 

         
 

図 13 路側機 

 

図 14 自動運転シャトルバス i-Cristal 

出典：https://www.transdev.com/en 

 

３）路線バス 

・概要 

フランス・ルーアン市では、2001 年より路線バスに自動操舵（正着制御）システム

を導入（４路線、79 車両）して、バスと停留所との隙間を 5ｃｍ以内にすることが可

能となっている。 
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自動操舵（正着制御）システムの目的は、運転手の疲労軽減を図るためと車椅子・

ベビーカーの乗客のスムーズな乗降を可能にするためである。 

・自動操舵（正着制御）システム 

自動操舵バスは停留所の前後 50m の路面に書かれた白線をカメラで検知すると、ハ

ンドルが振動して運転手は手を離し、そしてバスは自動操舵で停留所に自動で寄る。 

自動でハンドルが操作されるため、停留所に寄せる時に運転手に余裕ができる。ハ

ンドルは自動で操作されるが、アクセルとブレーキは自動ではない。将来は LiDAR 方

式に更新することも検討しているとのことである。 

 

 

図 15 自動操舵バス 

 

・自動操舵（正着制御）システムの効果 

運転手は停車時に余裕ができ、歩行者などへの注意を払えるようになったことから、

運転手にはとても好評となっている。また、運転手のミス等で停留所への接触が多く

発生していたが、このシステムにより無くなった。 

・課題 

1 年前から自転車がバス専用レーンを走行可となったため、正着制御中に自転車が

入ってくると手動に切り替えて対処する、といった訓練が必要になっている。 

雨天時は問題ない。ただし、運転手側がシステムを過信しない心構えで運転し、い

ざという時は手動に切り替えることが必要である。 

 

（３） スマートシティ 

スイスのシャフハウゼン公共交通運輸局を訪問し、スマートシティに向けた取組みに

ついて視察を行った。 

・電気バス 

スマートシティの取組みの一部である電気バスの導入と電力発電について調査を

行った。 

電気バスはスペイン製で、100％の充電で 70km の距離を走行可能で、停車中の 4 分

間の急速充電で 8km 走行可能という性能がある。 

2023 年に街のバスを全て電気バスに変更し、現在運行中のディーゼルバスとトロリ
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ーバスは廃止し、トロリーバスの架線は全て撤去する予定とのことである。 

電気バスのサイドミラーはカメラによる電子モニタとなっており、視認性がとても

良く両サイドが見やすくなっていた。 

電気バスの充電状態や走行状態などの情報は常に運行管理センターに送信出来る

仕組みとなっている。 

使用する電気は、市の 100%出資会社がライン川の水力発電を運営し、その電力を安

価に利用する仕組みとなっている（図参照）。シャフハウゼンは地形的に谷間が多く、

電気バスは坂を登る時に電力を使用し、下る時に電力を回収する。 

 

   

図 16 電気バス前面    図 17 電気バス全景   図 18 電気バス運転席の様子

  
図 19 シャフハウゼンの電気の利用図 

 

（４） ドイツの交通輸送の現状 

ドイツでは地域ごとに公共交通の一体的な運営を行う組織が存在し、共通運賃制度の

導入や乗り継ぎ利便性の向上を図っている。 
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図 20 ドイツの地域公共交通における運輸連合の概要 
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２． カナダ・トロントにおけるスマートシティの取組み 

（１） 都市の概要 

トロントは、カナダ東側オンタリオ州の州都であり、五大湖の一つであるオンタリオ

湖北西岸に位置するカナダ最大の都市である。 

トロント市の面積は 630km2と東京 23 区（628km2）とほぼ同じで、人口は 2018 年 7 月

時点で 2,956,024人である。多様性のある都市とも言われ、人口の 51％が海外生まれで、

トロント市を中心としたエリアでは 140 を超える言語が使用されている。 

トロントはカナダ経済の商都であり、金融、電気通信、航空宇宙、運輸、メディア、

芸術、映画、テレビ局、出版、ソフトウェア、医療研究、教育、観光、スポーツなどの

産業基盤が発達している。国内企業の本社や多国籍企業が多く入っており、カナダ最大

の規模を持つトロント証券取引所（TSX）がある。 

 

図 21 トロントの位置 

出典：Google Map 

（２） プロジェクトの概要と経緯 

2001 年にカナダ政府とオンタリオ州政府、トロント市によってウォーターフロントト

ロント（Waterfront Toronto）という公社が設立され、指定された約 800 ヘクタールの

ウォーターフロントエリアを、美しく持続可能な複合用途のコミュニティとダイナミッ

クな公共スペースに変えるということを使命として再開発を進めている。 

指定されたエリアのうち、トロントのダウンタウン南東に位置する東部ウォーターフ

ロント地区は、現在工場や倉庫跡地となっており、再開発の対象地域である。面積は約

325 ヘクタールと、北米で最大規模のプロジェクトである。 

 

 

 

 

 

 

図 22 東部ウォーターフロント地区 

出典：Sidewalk Labs  

「Master Innovation and  

Development Plan」 

（以下「MIDP」） 
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ウォーターフロント地区のうち、キーサイド（Quayside）と呼ばれる地区において、

都市の課題を解決するための新技術の実証実験の場として、先例となるコミュニティを

作るため、ウォーターフロントトロントはイノベーションと資金提供のパートナーを

2017 年 3 月に公募し、同年 10 月にサイドウォークラボ（Sidewalk Labs）の提案が採択

された。サイドウォークラボは、グーグルの親会社であるアルファベット（Alphabet）

社が「都市生活の改善に取り組むこと」を目的として 2015 年に設立した新会社である。 

サイドウォークラボはマスタープラン策定のために 5,000 万ドル（約 55 億円）の拠出

を求められており、さらにマスタープランが実現しなかった場合でも返金する義務はな

いという条件を許諾している。 

 

2017 年 10 月に両者合同の取り組みとして Sidewalk Toronto プロジェクトが発表さ

れ、ウォーターフロント地区のまちづくり構想に着手し、2019 年 6 月には Master 

Innovation and Development Plan（MIDP)が公表されている。 

MIDP は、サイドウォークラボが実施しようとしている都市のマスタープランであり、

トロント東部のウォーターフロント地区に革新的なテクノロジーを取り入れたスマート

シティを建設する計画である。モビリティや公共部門、建造物、住宅、持続可能性、社

会インフラ、デジタルイノベーションにわたって都市の革新に向けた提案が織り込まれ

ている。 

 

MIDP においては、第一段階でキーサイドの約 4.9 ヘクタールの開発が行われ、第二段

階としてリバーディストリクト（River District）と呼ばれる約 62 ヘクタールに開発が

広がることが打ち出されているが、このうち、サイドウォークラボによる不動産開発が

行われるのは、キーサイドと、リバーディストリクトの一部であるビリヤーズウエスト

（Villiers West）（約 7.75 ヘクタール）の 2 地区である。なお、ビリヤーズウエストに

は Google のカナダ本社が移転する計画となっている。 

将来的には他社の都市開発実験プロジェクトなども巻き込んで約 77 ヘクタールに一

大スマートシティを作り上げる計画であるが、これらの地区全体を、サイドウォークラ

ボでは「IDEA（Innovative Design and Economic Acceleration：革新的なデザインと経

済加速） District」と呼んでいる。 

 

 

 

 

 

図 23 再開発エリア 

（点線囲みが IDEA District） 

出典：Sidewalk Toronto 

< htps://www.sidewalktoronto.ca/ 

plans/introduction-to-the-idea-

district> 
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マスタープラン策定にあたって、サイドウォークラボは延べ 21,000 人を超える住民、

研究者、コミュニティリーダー、政府機関との対話を繰り返し行っている。 

LRT（Light Rail Transit：次世代路面電車）の延伸を推進すること、手ごろな価格の

建物の建設方法を再考すること、都市におけるデータのプライバシーとガバナンスの新

しい基準を設定すること、また、サイドウォークラボの役割を縮小して、地元の第三者

が不動産や技術の開発をリードできるようにすることなどの意見がマスタープランに盛

り込まれた。 

 

図 24 マスタープラン策定までの住民との対話 

出典：Sidewalk Labs「MIDP」 

 

サイドウォークラボの提案を受け入れるかどうかの決定は、2020 年 5 月 20 日までにウ

ォーターフロントトロントの理事会によって行われる予定となっていたが、最終決定がな

される前の 2020 年 5 月 7 日に、サイドウォークラボは、トロントのプロジェクトから撤

退することを表明した。新型コロナウイルスの感染拡大によって、世界的な経済の落ち込

みが続いている状況にあり、サイドウォークラボは、撤退の理由として、前例のない経済

の不確実性が世界中とトロントの不動産市場で発生しているため、ウォーターフロントト

ロントと一緒に開発した計画の中核部分を犠牲にすることなく 12 エーカー（約 4.9 ヘク

タール）のプロジェクトを財政的に実行可能にすることが困難になったためとしている。 
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（３） Master Innovation and Development Plan の内容 

１）期待される効果 

MIDP では計画が実現した場合の経済や雇用への影響についても試算している。

IDEA 地区においては、2040 年までに 44,000 人の直接雇用を含む合計 93,000 人の雇

用が創出され、年間の税収は 43 億カナダドル（約 3,526 億円1）、年間の GDP が 142

億カナダドル（約 1 兆 1,644 億円）になると見込んでいる。 

また、温室効果ガス排出を 89％削減し、公共交通機関や徒歩・自転車利用などに

よる移動は全トリップの 77％に達し、都市イノベーションに関する雇用は 10,500 人

分（上記の 93,000 人の内数）を創出すると試算している。 

  

 

図 25 スマートシティ実現による効果の予測 

出典：Sidewalk Labs「MIDP」 

  

                         
1 1 カナダドル＝82 円換算 
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２）歩行者優先のまちづくり 

北米の都市の多くは自家用車を所有し、自動車移動を前提とするまちづくりが行わ

れている。トロント市内では約 70％の世帯が自家用車を所有し、郊外も含めたトロン

ト市圏では約 84％の世帯が所有しているが、その結果として渋滞の損失が年間 110 億

ドルに及んでいる。 

そこで、MIDP では、自家用車保有の必要性を低下させる交通システムの実現をビジ

ョンとして掲げ、以下の６つの目標を提示している。 

 

① 新しい事業手法により、公共交通（LRT）の延伸を加速させること 

② ダウンタウン（トロントの中心市街地）よりも徒歩や自転車に優しいエリアとす

ること 

③ 自家用車に代わる新しいモビリティを提供し、自動車を保有しなくても生活でき

るようにすること 

④ 地下空間を活用した配送ネットワークにより、物流の効率化を図ること 

⑤ 人や物の流れをモニタリングし、MaaS を通して交通を最適化すること 

⑥ 歩行者優先の街路デザインを実現すること 

 

図 26 歩行者優先の街路デザイン 

出典：Sidewalk Labs「MIDP」 

 

このほか、シェアリングサービスや物流分野の自動運転が普及することで、従来必

要とされていた駐車空間を歩行者や自転車、公共交通機関、送迎サービスのための新

たな空間として活用できるというメリットについても触れられている。 
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日常的な生活は徒歩 15 分圏内で成り立つようなコンセプトとなっており、歩行者

や自転車を優先したまちづくりを目指し、自転車シェアリングのポートが設計されて

いる。自動車での移動が必要な場合には、カーシェアリングや配車サービスを利用で

きるようにし、地区内の駐車スペースを減らす工夫がされている。 

 

図 27 キーサイドの Parliament plaza 駅から徒歩 15 分圏内 

出典：Sidewalk Labs「MIDP」 
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３）道路空間を柔軟に変更できる設計思想 

MIDP では車道と歩道の間の段差をなくし、完全にバリアフリーを目指している。そ

のうえで、車道と歩道を可変式とし、朝夕の通勤・通学時には路上に駐車スポットを

増やすことで乗降者をさばきやすくし、日中や週末には車道を減らして歩道空間を増

やすことで歩きやすい歩道とオープンカフェなどのスペースを確保するとしている。 

交差点にはスマートフォンやブルートゥース機器と通信できる道案内ビーコンを

埋め込むことで、視覚障碍者や観光客などが迷わず移動できるような工夫も提案して

いる。 

 

（午前８時） 

可変式の路肩は、通勤

者の降車場所として

開放 

 

（午後８時以降） 

通勤者が減少するた

め、乗降場所を減ら

し、食品の移動販売や

映画上映用のスクリ

ーンを設置 

図 28 可変式の道路の例 

出典：Sidewalk Labs「MIDP」 

 

４）モビリティ・マネジメント・システム 

モビリティ・マネジメント・システムは、市内のすべての移動モードや交通信号、

道路インフラを調整するものであり、路肩の駐車スペースについても交通量や駐車需

要に応じて駐車禁止・停車のみ・荷卸しのみ・駐車可などの区分を柔軟に変更できる

ようにすることとしている。また、駐車料金については季節や時間帯によって自由に
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変動させるダイナミック料金制度を採用するとしている。 

また、信号制御については、身体障碍者が道路を横断する際には、時間がかかるこ

とを想定して歩行者用信号の点灯時間を長くしたり、LRT が遅延しているときには、

信号での停車を少なくするためにできる限り青信号を増やしたりすることで交通シス

テムの最適化を図るとしている。 

 

 

図 29 交通量等に応じた車道と歩道の区分変更 

出典：Sidewalk Labs「MIDP」 
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５）自動運転や MaaS 時代を見据えたまちづくり 

自家用車を保有しなくても生活できるまちづくりを目指し、自動運転や MaaS 時代

を見据えたターミナルの設計を提案している。LRT やバス等の公共交通機関が地上の

空間を利用し、自家用車やライドシェア、自転車等の個人利用の移動手段は地下の施

設を利用することとしている。 

 
図 30 MaaS 時代を見据えたターミナル 

出典：Sidewalk Labs「MIDP」に HIDO 追記 

 

2035 年頃には自動運転車が広く普及し、道路の劇的な変化が可能になるとしてい

る。 

自動運転車は、予測可能な速度で予測可能な車線を走行するようプログラムする

ことができることから、LRT と自動運転車の車線を分ける必要がなくなり、LRT と同

じ車線を走行することが可能となる。車線を共用することで空いた道路スペースは、

公園やイベントスペース等の公共空間として再利用することができるとしている。 

自転車道 

ライドヘイリング 

車両の乗降 

駐車場 

カーシェアリング 

送迎ゾーン 

電動自転車 

電動スクーター 

LRT とバスの

乗り継ぎ 

自転車ハブ 
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図 31 2035 年の道路のイメージ 

出典：Sidewalk Labs「MIDP」 

 

また、自動運転車が普及すると、駐車場の需要は減少し、立体駐車場は必要なくな

っていくとしている。これを見越して、立体駐車場を将来オフィスビルや住宅へ転換

できるような構造にしておくことが提案されている。 

  

（自動運転車普及前の初期設計） （自動運転車普及後） 

図 32 自動運転時代に対応した可変的な立体駐車場の提案 

出典：Sidewalk Labs「MIDP」 
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６）自動配送による物流システム 

物流については、郵便局や民間宅配会社などからの郵便物や貨物を受け入れる物流

ハブを通して配送が一元化され、配送物は物流ハブで自動運転の配送用スマートコン

テナに積み替えられた後、地下のロボットトンネルを経由して効率的に配送されるシ

ステムとなっている。 

物流におけるラストマイル配送を、地下空間を活用した配送とすることで、キーサ

イドにおけるトラックの交通量が 72％減少するとされている。 

 

 

図 33 地下空間を活用した物流の効率化 

出典：Sidewalk Labs「MIDP」に HIDO 追記 

 

  

図 34 地下の物流トンネル 

出典：Sidewalk Labs「MIDP」 

 

 

 

 

図 35 配送用トラックのトリップ数の変化 

出典：Sidewalk Labs「MIDP」 

物流ハブ 

コンテナへ

の貨物積込 スマートコンテナ ロボットトンネル

での配送 

個別配送

サービス 

居住者及び

商用倉庫 

居住者及び

商用倉庫 
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７）地産地消型の電力システム 

温室効果ガスの排出を削減し、気候に優しい地域を目指すために、ガスからクリー

ンな電力に移行し、エネルギー消費の管理に役立つ新しいデジタルツールの使用を提

案している。 

トロントの住民や企業は、夜間などのオフピーク時に主にクリーンエネルギー（原

子力、水力、または再生可能エネルギーを含む）で稼働できる集中型電力網から電気

を得ているが、電力需要が高いピーク時には、天然ガスを使った火力発電も稼働して

いる。天然ガス発電は高価であることに加えて、温室効果ガスの排出も増加する。 

キーサイドの建物では、こうした高価で温室効果ガスを排出する電力の使用を最小

限に抑えながら、太陽光発電や蓄電池、バイオディーゼルを燃料とするバックアップ

用の発電機を備えることで、できる限り地産地消の電力を目指している。この電力シ

ステムは、災害時にも最低限の電力を確保することができるように設計されている。 

 

 

図 36 地産地消型の電力システム 

出典：Sidewalk Labs「MIDP」に HIDO 追記 

 

  

バックアップ発電機

hatudennki hatuden 

蓄電池 

太陽光発電 

デジタル直流

配電システム 

電力会社との送電網 
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８）プライバシーの課題 

サイドウォークラボは、都市の課題を解決するためには、都市の状況を正確に把握

することが必要であると考えている。スマートシティの効果的な運営のためには、都

市に関する大量のデータが必要であり、あらゆるところにセンサーを設置しなければ

ならない。そのため、当初から、プライバシー問題が指摘されてきた。 

こうした動きに対して、専門家や住民と意見交換を重ね、住民の不安感を取り除く

4 つの方針が提案された。１つめはプライバシーと公益を保護するために第三者によ

るデータ信託機関を設立すること、２つめはデータの収集や使用の前には監査を受け、

住民の同意なしにアルファベット社を含む第三者と個人データを共有しないこと、３

つめはアルファベット社以外の開発者が新しいサービスを構築・接続しやすいように

オープンスタンダードに基づいて技術を展開すること、４つめは開発計画に関わる全

ての関係者にガイドラインを適用し、プライバシーと公益を最優先とすることが示さ

れている。 

2019 年 10 月 31 日に公表されたウォーターフロントトロント理事長の公開書簡で

は、サイドウォークラボとの協議により、再開発エリアを IDEA 地区（約 77 ヘクター

ル）ではなく当初開発予定のキーサイド（約 4.9 ヘクタール）に限定することや、デ

ベロッパーの選定はウォーターフロントトロントが公的調達プロセスを主導すること

などを確認している。また、サイドウォークラボは、全ての個人情報がカナダに保存

されることに同意し、データ信託機関の設置の提案と「都市データ」という用語をと

りやめたとされている。 

 

 

※なお、MIDP を推進するか否かの決定は、2020 年 5 月 20 日までに行われる予定となっ

ていたが、2020 年 5 月 7 日に、サイドウォークラボは、トロントのプロジェクトから

撤退することを表明し、MIDP の実現には至らなかった。 
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・伊藤慎介「グーグル系 Sidewalk Labs が公開した衝撃の街づくり構想【前編】、【後編】」

（月刊アイ・ティ・ビー 2019 年 9 月号、10 月号） 

・牧村和彦「グーグルが初めて明かした『近未来都市』の全貌 専門家が解説」（日経クロ

ストレンド 2019 年 7 月 9 日） 

・林イラン「Google のスマートシティ開発～狙いとビジネスモデル～」（KDDI 総合研究所 

R&A 2019 年 7 月号） 
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３． 柏の葉スマートシティにおける取組み 

（１） 柏の葉エリアの概要 

柏の葉エリアは、千葉県柏市の北西部にあたり、つくばエクスプレス柏の葉キャンパ

ス駅から柏たなか駅一帯にかけての開発地区とその周辺エリア（約 13 ㎢）である。エリ

ア内には、県立柏の葉公園や東京大学、千葉大学、国立がん研究所センター東病院など

の様々な施設が立地している。 

平成 17（2005）年 8 月に開業したつくばエクスプレス沿線では、鉄道の整備と一体的

なまちづくり（一体型土地区画整理事業）が行われている。柏市内では、柏の葉キャン

パス駅を中心とする柏北部中央地区と、柏たなか駅を中心とする柏北部東地区において、

一体型特定土地区画整理事業による沿線整備が行われており、これらの土地区画整理事

業を軸に大規模なまちづくりが進められている。 

特に、柏の葉キャンパス駅周辺エリアは、つくばエクスプレスの開業と前後して、東

京大学や千葉大学の研究機関などが開設されているほか、駅近くの大規模商業施設の開

業やマンション等の住宅供給も行われるなどのまちづくりが進んでいる。平成 20（2008）

年には、後述する「柏の葉国際キャンパス構想」が策定され、国際学術都市づくりに向

けた取組みが進んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 37 柏の葉エリア 

出典：柏の葉アーバンデザインセンター 

 

柏北部中央地区 一体型特定土地区画整理事業 

施行者 千葉県 

施行面積 約 273 ヘクタール 

施行期間 平成 12 年 8 月 25 日～平成 35 年 3 月 31 日 

計画人口 26,000人 

柏北部東地区 一体型特定土地区画整理事業 

施行者 独立行政法人 都市再生機構 

施行面積 約 170 ヘクタール 

施行期間 平成 13 年 3 月 26 日～平成 31 年 3 月 31 日 

計画人口 17,000人 
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（２） まちづくり 

１）コンセプト 

柏の葉エリアでは、スマートシティの具現化に向けた取組みが進んでおり、「公・民・

学」の連携をベースに、すべてのひとにオープンなプラットフォーム、解決のステー

ジづくりを始めている。「公」は、千葉県・柏市・NPO 団体、「民」は企業・市民、「学」

は東京大学・千葉大学を指す。 

また、街づくりのテーマとして、①この地球にどこまでもやさしい「環境共生都市」、

②日本の新しい活力となる成長分野を育む「新産業創造都市」、③すべての世代が健や

かに、安心して暮らせる「健康長寿都市」の３つを掲げ、その最適解を求めて「世界

の未来像」を具現化していくことを目指している。 

 

２）柏の葉アーバンデザインセンター 

柏の葉エリアにおける公・民・学が連携したまちづくりの拠点として、2006 年 11 月

に柏の葉アーバンデザインセンター（UDCK：Urban Design Center Kashiwa-no-ha）が

設立された。UDCK は、柏市、柏商工会議所、田中地域ふるさと協議会、三井不動産、

首都圏新都市鉄道、東京大学、千葉大学の７つの構成団体により共同で運営されてい

る。これに地元公共団体（千葉県、柏市まちづくり公社）やまちづくりを支える専門

家集団（複数のコンサルタント会社等）が協力団体として関与し、柔軟な連携・協力

により総合的なまちづくりを推進している。 

 

３）柏の葉国際キャンパスタウン構想 

柏の葉エリアにおいて、国際学術都市づくりに向け、重点的に学術研究資源の活用

と国際化を推進するため、具体的な目標と方針を定めた「柏の葉国際キャンパス構想」

が千葉県、柏市、東京大学、千葉大学の四者によって平成 20（2008）年 3 月に策定さ

れた。平成 26（2014）年 3 月には、まちづくりの進捗や社会情勢の変化を踏まえなが

ら、従来の構想の枠組みはそのまま、内容の充実化を行った。 

構想の理念は、「公・民・学連携による国際学術研究都市・次世代環境都市＝柏の葉

国際キャンパスタウン」である。 

 

図 38 構想の理念 「公・民・学の連携」による大学とまちの融和 

出典：柏の葉国際キャンパス構想（2014 充実化版） 
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この構想の中では以下の 8 つの目標を掲げている。 

目標 1：環境と共生する都市づくり 

目標 2：創造的な産業空間の醸成 

目標 3：国際的な学術・教育・文化空間の形成 

目標 4：サスティナブルな移動交通システム 

目標 5：健康を育む柏の葉スタイルの創出 

目標 6：公・民・学連携によるエリアマネジメントの実施 

目標 7：質の高い都市空間のデザイン 

目標 8：イノベーション・フィールド都市 

 

構想の実現に向けて関係機関が協力・連携しながら推進を図っていくため、平成 21

（2009）年度からは継続的なフォローアップ体制が組まれており、環境への取組みや

移動交通に関わる取組み、エリアマネジメントに係わる取組みなど、いくつかは具体

化しつつある。公・民・学の連携をコーディネートする役割は UDCK が担っている。 

 

（３） AEMS（エリアエネルギー管理システム） 

柏の葉スマートシティでは、AEMS（エリアエネルギー管理システム）により、街全体

でエネルギー利用の効率化、最適化を進めることとしている。地域のエネルギー運用と

ともに災害時のエネルギー情報を管理する拠点として、「柏の葉スマートセンター」を設

けており、太陽光発電や蓄電池などの分散電源エネルギーを街区間で相互に融通するス

マートグリッドの運用を行っている。自営の送電線や、電力融通装置・特高受変電設備・

太陽光発電・畜電池を備えたエネルギー施設により、電力会社の電力と分散電源を併用

しつつ、電力を街区間で融通しあうことで街全体の電力ピークカットを行っており、平

日はオフィスでの電力需要が高まるため商業施設「ららぽーと柏の葉」から駅前中核エ

リア「ゲートスクエア」に電気を供給し、商業施設での電力需要が高まる休日は「ゲー

トスクエア」から「ららぽーと柏の葉」に電気を供給するといった取組みにより、地域

レベルで約 26％の電力ピークカットを達成している。また、災害時にも効果的にエネル

ギーを管理できるようにしており、ゲートスクエア内では停電時にも通常時の 6 割程度

の電力が供給され、3 日間の維持が可能となっているほか、住居棟の非常用エレベータ

ーや照明、共用部への電力供給を行うことが可能となっている。 
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図 39 スマートグリッドの全体イメージ図（平常時） 

出典：柏の葉スマートシティ 

 

（４） 自動運転バスの営業運行実証実験 

柏市、三井不動産、UDCK が幹事を務める「柏の葉スマートシティコンソーシアム」は、

国土交通省のスマートシティモデル事業に提案し、令和元（2019）年 5 月 31 日に先行モ

デルプロジェクトとして選定された。 

 

図 40 柏の葉スマートシティコンソーシアム 

出典：国土交通省 スマートシティ官民連携プラットフォーム 
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スマートシティモデル事業の１つとして、自動運転バスの営業運行実証実験を令和元

（2019）年 11 月 1 日から令和 2（2020）年 3 月 31 日まで実施している。 

自動運転バスは自動運転レベル２で、一般車両が走行する柏の葉キャンパス駅と東京

大学柏キャンパス間の公道 2.3km、キャンパス内 0.3km の合計約 2.6km の一部区間を運

行する。実証実験は、自動運転バス事業の営業運行を目指し、運行時の課題の把握、対

応方法の検証を目的としている。今回の結果から、レベル４以上を見据えた走行性・安

全性を評価し、検証結果を踏まえた新たな自動運転バス車両の開発も想定している。 

今後は、柏の葉のまちづくりと連携させ、安全・快適・便利な住民サービスの創出を

目指すこととしている。 

 

（５） 新産業創出に向けた取組み 

新産業創出に向けた取組みとして、ゲートスクエア内に KOIL（柏の葉オープンイノベ

ーションラボ）が設けられている。多様な人、最先端の情報の交流から生まれるアイデ

アや、開発のスピードアップなど、より創造的なビジネスのための拠点となるオフィス

空間であり、コワーキングスペースや個室オフィスだけでなく、3D プリンターやレーザ

ーカッターなどのデジタルファブリケーション機器や電子工作などのツールを完備した

部屋、プレゼンテーションなどに使えるスタジオ等も設けられている。また、コミュニ

ティーマネージャーが利用者の相談にワンストップで対応し、会員同士のマッチングや

アドバイスが受けられるほか、ベンチャー支援の専門家によるサポートや国内外の起業

家などとのネットワークといった、新しい事業や研究領域の開拓に向けた支援も受けら

れるようになっている。 

このほか、つくばエクスプレス沿線の大学、研究機関、行政、民間企業、そして個人

の専門家が連携するベンチャー支援組織として 2009 年に誕生した一般社団法人 TX ア

ントレプレナーパートナーズ（TEP）が、KOIL に拠点を置いて支援活動を行っており、

投資家へのプレゼン機会の提供や、ビジネス経験の豊富なメンバーによるハンズオン支

援（起業者に対し、思考の整理や助言なと、長期継続的に伴走型で支援すること）など

を行っている。また、毎年１回、アジア各国から選抜された先鋭の技術系ベンチャー企

業が集まる、国際的なビジネスコンテスト「アジア・アントレプレナーシップ・アワー

ド（AEA）」も行われている（主催は、アジア・アントレプレナーシップ・アワード運営

委員会、共催は、三井不動産(株)、国立大学法人東京大学産学協創推進本部、（一社）TX

アントレプレナーパートナーズ、日本ベンチャー学会）。 

このほか、柏の葉エリアには、東京大学フューチャーセンター機構（東京大学柏の葉

キャンパス駅前サテライト内）や、東葛テクノプラザ、東大柏ベンチャープラザなど、

新しい事業や研究領域の開拓を進める施設が集まっており、新産業創造に必要なコミュ

ニティや取組みが多数見られるエリアとなっている。 

 


